日本におけるストーキング被害者の心理社会的状況に関する研究動向と課題 by 小林 大介
日本におけるストーキング被害者の心理社会的状況
に関する研究動向と課題
著者 小林 大介
雑誌名 東北大学大学院教育学研究科研究年報
巻 67
号 1
ページ 267-285
発行年 2018-12-27
URL http://hdl.handle.net/10097/00124277
―　　―267
 東北大学大学院教育学研究科研究年報　第67集・第1号（2018年）
　海外においては，加害者・被害者の関係性，リスクファクター，被害者への心的影響等，非常に多
様な側面からストーキングへのアプローチが行われている。その一方で，本邦においては，ストー
キング加害者を対象とした加害者治療に関する研究が主流であり，被害者を対象とした研究は少な
い。そこで，本研究では，日本におけるストーキング被害者研究のこれまでの流れを整理し，今後
の研究に向けた課題を明らかにすることを目的とし，ストーキング被害者研究の系統的レビューを
行った。その結果，被害者と加害者の関係性が考慮されていないこと，ストーキング被害者を取り
巻く人間関係等，被害者の周辺状況への着目が少ないこと，研究間でのつながりが薄く，体系的な
研究が行われていないことが本邦におけるストーキング被害者研究の課題として明らかとなった。
キーワード：ストーキング　ストーカー　被害者　心理社会的状況
1．問題と目的
　警察庁が発表した平成28年中のストーカー事案等への相談件数は，22,737件であり，過去最大の
相談件数を記録した平成26年中の22,823件に迫る件数を記録している。このようにストーキング
被害の件数は高い水準を推移しており，対策が必要な社会問題である。
　本邦において，ストーキングを規制する法律である「ストーカー行為等の規制等に関する法律（以
下；ストーカー規制法）」では，「つきまとい等」と「ストーカー行為」が規制の対象となっている。こ
の法律における「つきまとい等」に該当する行為は，特定の者に対する恋愛感情その他の好意の感情
又はそれが満たされなかったことに対する怨恨の感情を充足する目的で，その特定の者や家族・友
人等，社会生活において密接な関係を有する者に対して行う行為とされる。具体的な行動を
Table.1に示す。また，「ストーカー行為」とは，この「つきまとい等」を同一の者に対して繰り返し
行うことと定義されている。警察庁が発行している「平成28年度におけるストーカー事案及び配偶
者からの暴力事案等への対応状況について」を確認すると，被害者の性別は男性が11.2%，女性が
88.8% で，被害者の年齢は，20歳代が36.0% でもっとも多く，続いて，30歳代の25.5%，40歳代の
18.8% と続いている。また，被害者と加害者の関係性を見ると，交際相手（元含む）がもっとも多く，
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46.9% で，次いで，知人・友人の13.2%，勤務先同僚・職場関係の11.8% となっている。さらに，行為
形態別の発生状況を参照すると，つきまとい・待ち伏せ等が最も多い行為で11,643件，次いで，面会・
交際の要求が10,946件，無言電話・連続電話・メール等が6,321件と続いている。福島（1997）は，ストー
キングは，被害者に対して PTSD 症状や不安，不眠，恐怖，性に対する嫌悪感と多岐に渡る症状を
もたらすと指摘している。このような点からも，ストーキング被害者に対する心理的な支援を含め
たストーキング対策に関する研究は非常に重要である。
海外のストーキング研究の動向
　Spitzberg & Cupach（2007）は，1993年から，2006年までに行われた，性差，関係性の成り立ち，
加害に関する動機，脅威や暴力に関しての記述がある175編のストーキング研究についてレビュー
を行っており，①ストーキングの特徴，②被害率，③ストーキングの行動内容，④被害者がどのよう
な対処行動を行っているか，⑤ストーキングの影響の5つにまとめている。続く研究として，城間
ら（2017）は､ 2000年以降に出版されたストーキングに関する英語論文の中で，計量的な手法を用い
た276編の実践研究をレビューしている。276編の文献レビューの結果，主要な研究目的は，1）ストー
キングの定義の明確化や，2）被害率・加害率の調査，3）リスクファクターの解明，4）被害者の対処
行動・心的影響が中心であったことを示している。
　まず，ストーキングの定義に関して，研究者による定義や国が定めた定義等が混在しており，現
時点では，統一された定義が存在しないことを指摘している。しかし，城間ら（2017）は，これらの
定義を内容の類似性の側面から，⑴恋愛関係に焦点を当てた定義，⑵ストーキング被害者の恐怖感
や不安感などの感情反応に焦点を当てた定義，⑶加害者の意図に焦点をあてた定義，⑷ストーキン
グの継続期間や頻度に焦点をあてた定義，⑸回答者自身の自己定義による定義の五種類に分類する
ことができることを示している。
　続いて，被害実態としては，前述した定義の曖昧さなどから，研究によって被害率に大幅な開き
が生じていること（例えば，大学生を対象とした研究では，3% ～ 78% と経験率に大きな開きが確
認されている）や，男性の加害行為，元交際相手からのストーキング行為を調査している文献が多い
こと，ストーキング中のつきまとい行為だけでなく，恋愛関係時の身体的暴力や精神的暴力に焦点
Table.1　ストーカー規制法における「つきまとい等」に該当する行為（警視庁，2018）
1．つきまとい・待ち伏せ・押しかけ・うろつき
2．監視していると告げる行為
3．面会や交際の要求
4．乱暴な言動
5．無言電話，連続した電話，ファクシミリ，電子メール，SNS 等
6．汚物などの送付
7．名誉を傷つける
8．性的しゅう恥心の侵害
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を当てた研究が存在していることを報告している。さらに近年では，インターネットの普及に伴い，
新たなストーキングの形であるサイバーストーキング（cyberstalking）に関する研究が行われてい
ることについても紹介している。
　続くリスクファクターの解明では，加害者内要因として，犯罪歴や薬物乱用のようなデモグラ
フィック要因，エロトマニア（Erotomania：被害妄想）のような属性，交際中の暴力，交際期間の長
さなどの，恋愛中の関係性，アタッチメントの不安定さ，境界性パーソナリティのようなパーソナ
リティ要因，幼少期の虐待経験，両親の離婚経験を取り上げている。その一方で，被害者側のリス
クファクターも検討されていることが紹介されており，夜遅く外出することなどと被害との関連が
示されていることを報告している。
　最後に，被害者の対処行動とその後の精神状態などの帰結を取り扱った研究を取り上げている。
まず，傾向として，強迫的な関係の侵害に対する対処行動として，内的に動く，外的に動く，立ち向
かう，話し合う，逃避の5種類があること。また，被害者が被害を受けて，家から出ないようにする
など，自分の行動を制限することで社会的に孤立する状況にあることが紹介されている。他者への
援助要請については，援助要請先に関する研究と援助要請を決断させる研究があることを指摘し，
援助要請先としては，被害者支援センターへの相談がもっとも多かったこと，被害に対する恐怖が
高ければ高いほど，警察に相談するなどの援助要請をしやすいことを報告している。また，対処行
動後の精神症状として，抑うつやストレス症状，急性ストレス障害などとの関連を検討する研究や，
元交際相手からのストーキング被害が，急性ストレス障害や，対人恐怖と関連するという報告を取
り上げている。また，ストーキングが長引けば長引くほど，ストレスになることや，ソーシャルサポー
トがその後の精神症状を安定させることが報告されている。
　このように，城間ら（2017）の報告でも示されるように，海外においては，研究手法や定義等に課
題を抱えているものの，非常に多様な側面からのストーキングに対するアプローチが行われており，
各研究領域において体系的に研究が行われていることが伺える。
日本のストーキング研究の動向
　他方で，本邦におけるストーキングの研究動向について（宮園，2015）は，現在行われている中心
的な研究のトピックとして加害者対応を紹介している。加害者対応について精力的に研究を行って
いる福井（2014）は，危険性を判断するためのツールとして，危険性判断チェック票の作成や，ストー
キング加害者を「ストーカー病」という精神疾患，病気であるとし，加害者に対して認知行動療法を
施す「加害者治療」に関する研究を行っている。警察庁の委託で行われた「平成26年度ストーカー
加害者に対する精神医学的・心理学的アプローチに関する調査研究⑴」では，一般社団法人男女問題
解決センターで行われた認知行動療法による治療を通じて，治療後群の加害リスクが低減している
ことが報告されていることからも，現在，加害者治療は本邦における中心的なストーカー対策の1
つに位置づけられている。その一方で，本邦においては，「被害者のケア」に着目した研究はあまり
見受けられない。
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　以上の点を踏まえ，本研究の目的は，本邦におけるストーキング被害者を対象とした研究を収集
し，心理学・精神医学・福祉分野における研究の数を明らかにすると共に，研究手法，調査の対象者，
使用されているストーキングの定義，尺度，ストーキングによる被害者の影響を整理することで，
日本におけるストーキング被害者研究のこれまでの流れを示し，今後の研究に向けた課題を明らか
にすることである。
2．方法
抽出方法
　国立情報研究所が提供する CiNii-Articles を用いて電子検索を行い，以下の手順で対象とする論
文を抽出した。CiNii-Articles における検索演算式では，まず，「ストーカー　被害　OR　ストーキ
ング　被害」という検索演算式を使用したところ，『フェミニ＜ストカ＞ウンセラー』，『フェミニ＜
ストカ＞ウンセリング』という用語が検索結果に混在していることが確認された。そこで，あらか
じめ「フェミニストカウンセラー　ストーカー　OR　フェミニストカウンセリング　ストーキン
グ」という検索演算式による文献検索を行い，ストーカーに関連する論文が無いことを確認した後，
検索演算式として「ストーカー　被害　NOT　フェミニスト　OR　ストーキング　被害」による，
発表年を定めない文献検索を行い，計89件を抽出した。また，タイトルに被害を含まないものの，
ストーキング被害者に対する言及が見られる論文を含めるため，CiNii-Articles のフリーワード検
索において「ストーカー　被害」，「ストーキング　被害」の検索演算式で抽出され，かつ前述した検
索結果と重複が見られなかった8件の論文を追加した。さらに，CiNii-Articles で抽出されない論
文を含めるため，株式会社メテオが運営する医学文献検索サービスのメディカルオンラインにおい
て，「ストーカー　被害」と「ストーキング　被害」の検索演算式による検索を行い，ここまでの検索
において重複が見られなかった7件の論文を追加した。これらの作業の後，全検索結果から学術雑
誌というよりも一般の読者を想定したもの（例として，Themis，週刊現代，Aera 等）を除去し，最
終的に，論考（総説・論説・文献レビュー）と調査研究・事例研究・実践報告および会議記録，計80件
の文献が見出された。発表年の幅は，1997－2017年の20年で，検索日は2018年1月20日である。
抽出された文献の分類と文献出版の推移
　上記の手続きで抽出した文献をⅠ心理学・精神医学・福祉，Ⅱその他という観点から分類を行った。
続けて，分類された各論文の出版年をストーカー規制法制定前（1997－2000）と，その後，5年刻み
の基準で分類した（2016－2017は2年）。
コード化
　Ⅰ心理学・精神医学・福祉における研究の特徴を捉えるために，奥村ら（2008）を参考に研究手法・
母集団・定義・使用尺度・測定の5つの観点から分類を行った。
1）研究手法
　研究ごとに，調査研究（自記入式質問紙研究，質的研究），事例研究，レビュー・総説に分類した。
自記式質問紙調査にはウェブ調査も含めた。
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2）母集団
　城間ら（2017）を参考に，研究ごとに，高校生，大学生，若年者（女性），若年者（男女），中年者（男性），
その他にコード化した。若年者は，18歳から～ 39歳を対象とした調査であり，ウェブ調査等の手法
により，幅広いサンプルからデータを得ている研究を指す。その他については，不特定多数のストー
カー犯罪被害者と性別不明の若年者のように，分類が困難な対象者が含まれている。
3）定義
　Spizberg & Cupach（2007）と城間ら（2017）は，法律的な定義で行う研究と，自己定義で行われる
研究では，被害率や関連する変数にまで違いが生じることを指摘している。そのため，ここでは城
間ら（2017）の定義分類を参考に，⑴恋愛関係に焦点をあてた定義，⑵ストーキング被害者の恐怖感
や不安感などの感情反応に焦点をあてた定義，⑶加害者の意図に焦点をあてた定義，⑷ストーキン
グの継続期間や頻度に焦点をあてた定義，⑸回答者自身の自己定義やストーカー規制法の定義の5
つに分類しコード化した。海外論文の著者による定義と，独自の定義を用いている研究については，
その定義について併せて明記する。
4）使用尺度
　調査研究によって使用されているストーキングを測定する尺度のコード化を行った。ここで扱う
ストーキングを測定する尺度は，著者が独自に作成し，ストーキングの測定に使用するという言及
を行っている未完成のものまでを含んでいる。
5）測定
　ストーキング被害者が置かれる心理社会的状況を測定するために，ストーキング被害者の被害に
伴う感情，被害に伴う心身症状，被害時の対処行動の測定を行っている論文を “ 測定あり ” とコー
ド化し，分類を行った。
3．結果
ストーキング被害者研究の文献数と年代別推移
　分類を行った結果，Ⅰ心理学・精神医学・福祉分野の文献36編，Ⅱその他の分野の文献44編が見
出された。これらの文献を出版年代別に分類したものを Table.2に示し，文献の年代別の推移を折
れ線グラフで表したものを Figure.1に示した。結果を見ると，ストーカー規制法施行前にあたる，
1997から2000年には，心理学・精神医学・福祉分野の論文が非常に少なく，わずか3編の論文しか
確認されなかった。しかし，2000年のストーカー規制法施行後にあたる2001年から2005年は，心
理学・精神医学・福祉領域において，大幅な論文の増加が起こり，その他の分野に迫る論文数となっ
ている。その後，2006年から，2010年にかけては，心理学・精神医学・福祉分野，その他の分野の両
方において，大幅な論文数の低下が見られ，ストーカー規制法以前よりも少ない論文数となってい
る。2010年から2015年にかけては再び両分野において著しい論文数の増加が確認された。また，
この時期から，心理学・精神医学・福祉分野の論文がその他の分野の論文数を数で上回っている。
2016年から2017年にかけては，わずか2年の期間に関わらず，心理学・精神医学・福祉分野におい
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ては，10編の論文が発表されている。
　続いて，各研究の研究手法別の出版年を Table.3に示した。最も行なわれている研究手法は総説・
レビューで，次いで，調査研究が行われていた。また，2016年から2017年の期間は，わずか2年し
かないにも関わらず，すでに5編の調査研究が出版されている。
Table.2　ストーキング被害者に関する文献数
年代 心理学・精神医学・福祉 その他分野（法律・行政・情報等） 両分野合計
1997－2000 3 7 10
2001－2005 9 14 23
2006－2010 1 3 4
2011－2015 13 12 25
2016－2017 10 8 18
合計 36 44 80
Table.3　研究手法別にみた論文数
研究手法 論文数
年代別論文数
1997-2000 2001-2005 2006-2010 2011-2015 2016-2017
調査研究 12（16） 2（2） 3（4） 0（1） 2（2） 5（7）
事例研究 4（15） 0（0） 4（7） 0（1） 0（6） 0（1）
総説・レビュー 16（41） 1（8） 2（11） 1（2） 10（16） 2（4）
会議記録 4（8） 0（0） 0（1） 0（0） 1（1） 3（6）
合計 36（80） 2（10） 9（23） 1（4） 13（25） 10（18）
※（　）内は心理学・精神医学・福祉分野以外の論文も含めた論文数
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2016－2017 10 8 18
合計 36 44 80
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Figure.1　ストーキング被害者に関する文献の年代別の推移
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ストーキング被害者研究の調査対象者
　続いて，心理学，精神医学，福祉に関する36編の論文のうち，調査研究と事例研究を扱った16編
の論文の調査対象者について分類を行った（Table.4）。調査研究については，自記式質問紙調査研
究と，質的研究の2つに分類を行った。その際，2つの論文に同一の研究が含められていることが確
認されたため（大会抄録と論文化したものが検索時に別々に計上されていた），統一して1つの研究
とした。また，1つの論文の中で，同一の研究を別の対象者に対して行っている研究が1編あったた
め，この分類においてのみ各々を独立の研究として扱った。これらの手続きを行った結果，16編の
論文から16研究を抽出した。もっとも多い研究は若年女性を対象とした研究で，次いで大学生を対
象とする研究が多いことが明らかとなった。
ストーキングの定義
　調査研究と事例研究を扱った16編の論文について，ストーキングの定義とストーキング被害者の
定義に関する分類を行った（Table.5）。ストーキングまたは，ストーキング被害者の定義に関する
言及がない論文を除外した結果，7編の論文から，ストーキングまたは，ストーキング被害者に関す
る定義が得られた。7編の論文の内，もっとも採用数が多かったのは，ストーキング被害者の恐怖
感や不安などの感情反応に焦点をあてた定義であった。その一方で⑴恋愛関係に焦点をあてた定義
と，⑶加害者の意図に焦点を当てた定義は本邦では未だ採用されていないことが明らかとなった。
Table.4　対象別の研究手法の分類
母集団 研究数
研究手法
自記式質問紙調査研究
（ウェブ調査を含む） 質的研究 事例研究
高校 1 1
専門学校 1 1
大学 4 4
若年（女性） 4（1） 3 1（1）
若年（男女混合） 2 2
中年（男性） 1 1
その他 2 1 1
合計 15（1） 11 1 3　（1）
※1．その他の内訳は，不特定多数のストーカー犯罪被害者と性別不明の若年者である。
※2．（　）内はロールシャッハテストを使用した事例研究である。
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ストーキングの測定に使用される尺度
　自記入式質問紙調査を行った11研究について，対象者は異なるが，同じ質問項目を使用していた
研究を1研究に統合し，加害者の調査が中心である研究1つを除外した結果，9研究が残った。その後，
この9研究について，使用しているストーキングを測定する尺度，尺度の標準化の有無，加害者との
関係性に関する分類を行った（Table.6）。その結果，9研究それぞれにおいて，測定方法が異なるこ
とが明らかとなった。また，半数を超える7研究において，独自の項目を採用していることも明ら
かとなった。その他の2研究については，ストーカー規制法を項目として採用したもの，海外の尺
度を翻訳して採用したものに分類された。尺度の標準化については，どの研究でも行われていない
ことが明らかとなった。調査内で対象としている被害者と加害者の関係性については，1つの研究
においては，特定の関係性を対象としているものの，それ以外の研究では，特に関係性を限定せず
に調査を行っていることが明らかとなった。
Table.5　ストーキングおよびストーキング被害者に関する定義
論文 定義 コード
ストーキングに関する定義
吉田ら（2001）
Pathe & Mullen（1997）による「目的の人に対して，その人が望まないコミュニケー
ションや接触を繰り返し，しつこく試みる行動」をストーキングの定義として採用し
ている。
（2）
麦島（2001）
ストーカー規制施行前の認定骨子である，「ストーカーとは，正当な理由がない（例え
ば現在付き合っている友達でない）のに，つきまといや迷惑電話を繰り返し，相手に不
安や困惑を覚えさせる行為」を採用し，定義としている。
（2）
池田（2002）
藤本（1999）の定義を基に，より被害者の主観性に重点を置いた，「相手が異常と感じ
かつ歓迎しない行為が，長期にわたり継続して行われること」をストーキングの定義
として採用している。
（2）
宮村（2005） 2005年当時のストーカー規制法による分類をそのまま定義として採用している。 （5）
秋山（2016） 2016年当時のストーカー規制法による分類をそのまま定義として採用している。 （5）
島田（2017） ストーカー規制法による分類を基礎に，海外の先行研究を参考に追加した全26行動を独自のストーキングの定義として採用している。 （4）
ストーキング被害者に関する定義
中島（2016）
アメリカ合衆国の National Institute of Justice と Centers for Disease Control and 
Prevention が1998年に共同作成した定義を採用している。具体的には，世の中の一
般的な質問の後，二つのスクリーニング手続きを行う。第1の手続き：ストーキング
に関連した8行為について，体験の有無と回数（ない　1回ある　2回以上ある）を質問
する。第2の手続き：前項の質問で，どれかに「1回ある」または，「2回以上ある」と回
答した者のうち，「そのことにとても驚いたり，身体を傷つけられる恐れを感じたり
したか」の有無について質問。以上の二手続きを通じ，第1の手続きでどれかひとつに
でも「2回以上ある」と回答した者のうち，「そのことにとても驚いたり，身体を傷つ
けられる恐れを感じたりした」と回答した者を，ストーキング被害者とする。
（2）
※ 他にも質問紙中に項目としてストーキングを記載する研究は存在したが，その行動を採用した背景要因が記載され
ていないものは除外した。
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ストーキングによって被害者が受ける影響
　ストーキング被害により，被害者が受ける心理社会的な影響について検討するため，調査研究の
中で被害に伴う感情，被害に伴う心身症状，被害者が行う対処行動についての言及がある6研究に
ついて，それぞれ要因，具体的変数，各要因の内容，言及している論文事にまとめた（Table.7）。まず，
被害に伴う感情については，恐怖感について，もっとも多く研究対象とされていた。続いて被害に
伴う心身症状については，研究数が少なかったものの，精神的健康の低下や PTSD 発症のリスクに
ついて言及されていた。被害時の対処行動について，誰かに相談する対処行動，自分の行動を変化
させる対処行動，その他に分類を行った。誰かに相談をする対処行動の中でもっとも研究されてい
るのは，警察への通報，友達への相談，親・家族への相談であった。また，自分の行動を変化させる
対処行動については，通学路・通勤路の変更がもっとも多く研究されていた。最後にその他としては，
加害者との接触（やめるように頼む）のような行動や，調査会社に調査をお願いするという行動が調
査の対象となっていた。
Table.6　ストーキングを測定する尺度と被害者と加害者の関係性
論文 ストーキングを測定する尺度 標準化の有無 調査対象とする被害者と加害者の関係性 被害者（回答者）
鈴木（1999） 独自に作成された11項目 無し 7項目から選択回答 若年女性
松永・桐生（2000） 独自に作成された10項目 無し 自由記述 専門学生
吉田ら（2001） 独自に作成された14項目 無し 7項目から選択回答 若年女性
麦島（2001） 独自に作成された6項目 無し 3項目から選択回答 大学生・高校生
宮村（2005） ストーカー規制法に該当する項目8項目 無し 4項目から選択回答 大学生
越智（2015）
独自に作成されたデートバイオレン
ス・ハラスメント尺度のつきまとい・
ストーキング因子
無し 交際相手 若年男女
中島（2016）
National Inst itute of Just ice と
Centers for Disease Control and 
Prevention が1998年に作成した項目
の日本語版
無し 6項目から選択回答 大学生
秋山（2016） ストーカー規制法に該当する項目を独自に分類した10項目 無し 8項目から選択回答 大学生
島田（2017）
ストーカー規制法の項目に海外の先行
研究の項目を加え，独自に作成された
26項目
無し 元夫・元交際相手とそれ以外の関係 若年女性
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Table.7　ストーキング被害者が置かれる心理社会的状況
要因 具体的な変数 影響 論文
被害に伴う
感情
怒り
感情の中でも特に恐怖，警戒心について
は感じられやすい感情であることが示さ
れている。研究は1つであったが，苦痛・
怒りについてもそれぞれ6割近い被害者
が感じていることが指摘されている。
鈴木（1999）
ゆううつな気分 鈴木（1999）
恐怖感 鈴木（1999）/ 吉田ら（2001）/
島田（2017）
不安 鈴木（1999）
警戒心 麦島（2001）/ 吉田ら（2001）
苦痛 吉田ら（2001）
驚き 中島（2016）
心配 中島（2016）
被害に伴う
心身症状
心や神経が休まる暇がない 研究は1つしかないが，ストーキング被
害者の65.3% が精神的な健康の低下を報
告 し，7.1% が PTSD の 疑 い を 持 ち，
PTSD の疑いがない人であっても8割以
上が部分的な PTSD 症状を体験してい
ることが報告されている。
鈴木（1999）
PTSD 症状（吉田ら（2001）に
よる独自項目）
吉田ら（2001）
精神的健康の低下（GHQ-30） 吉田ら（2001）
被害時の
対処行動
警察への相談・通報
対処行動について聞いた研究の中でも特
に，警察，家族，親・家族への相談につい
て言及する研究が多かった。特に友人・
親に相談するという対処行動はどの研究
においても一貫して多く行われる対処行
動で，それが問題の解決や精神的な落ち
着きにつながっている。
鈴木（1999）/ 麦島（2001）/
秋山（2016）/ 中島（2017）
友達への相談 鈴木（1999）/ 麦島（2001）/
吉田ら（2001）/ 秋山（2016）
親・家族への相談 鈴木（1999）/ 麦島（2001）/
吉田ら（2001）/ 秋山（2016）
職場の人への相談 鈴木（1999）
学校の先生への相談 鈴木（1999）
隣・近所の人の相談 鈴木（1999）
親類・縁者への相談 鈴木（1999）
恋人への相談 吉田ら（2001）
電話番号・メールアドレスの変更
対処行動の中でも，日常生活への支障が
伴う行動である。行動の特徴としては，
ほとんどの行動が加害者との接触を避け
るための行動であることがあげられる。
もっとも多く調査されているのは，通学
路・通勤路の変更であったが，行動自体
の経験率は一貫してそこまで高くなかっ
た。その一方で，ストーキングを思い出
させる活動，場所，人を避けるという行
動については7割が経験している報告も
ある。また，少数ではあるが，転職や転
居のように大きな生活の変化を伴う行動
を選択する被害者もいることが指摘され
ている。
麦島（2001）/ 秋山（2016）
実際にはストーキングされてい
ない時にもストーキングされて
いる時のような行動を取る
吉田ら（2001）
盗聴や盗撮を気にしている 吉田ら（2001）
ストーキングを思いださせる
活動，場所，人を避ける
吉田ら（2001）/ 中島（2016）
生活の仕方を変える 鈴木（1999）
通学路・通勤路の変更 麦島（2001）/ 秋山（2016）/
中島（2016）
転職・転居 鈴木（1999）/ 秋山（2016）
アルバイトを辞める 秋山（2016）
友達と一緒に行動 秋山（2016）
外出を控える・夜遅くに一人
歩きしない
吉田ら（2001）/ 中島（2016）
常に留守電にしている 吉田ら（2001）
電話はナンバーディスプレイ
にしている
吉田ら（2001）
犯人との接触・交渉 その他の行動として，加害者と直接会う
という行動と調査会社の利用があげられ
た。加害者と会う行動は，2つの研究で
経験率に差が見られ一貫していない。
麦島（2001）/ 秋山（2016）
調査会社への調査依頼 麦島（2001）
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4．考察
　本研究の目的は，日本におけるストーキング被害者を対象とした研究を収集し，心理学・精神医学・
福祉分野における研究の数を明らかにすると共に，研究手法，調査の対象者，使用されているストー
キングの定義，尺度，ストーキングによる被害者の影響を整理することで，日本におけるストーカー
被害者研究のこれまでの流れを示し，今後の研究に向けた課題を明らかにすることであった。以下，
ストーキング被害者研究の文献数とその推移，ストーキング被害者研究における調査対象者，日本
において使用されているストーキングの定義，ストーキングの測定に使用されている尺度，ストー
キングによって被害者が受ける影響の5点について考察を行い，その後，総合考察と，今後の日本に
おけるストーキング被害者研究に向けた課題について提示する。
ストーキング被害者研究の文献数と年代別推移
　ストーキング被害者に関する文献数を検討した結果，1997年から2017年の20年間でストーキン
グ被害者に関する論文は心理学・精神医学・福祉領域で36編，その他の分野で，44編の論文が抽出
された。これは単純計算ではあるが，1年間に4編という出版ペースであり，日本におけるストーキ
ング被害者に関する研究の少なさが際立つ結果となった。国外におけるストーキング研究の動向を
調査した城間ら（2017）によると，2000年以降に出版された心理学関連のストーキングに関する英
語文献の数は，433編であり，「ストーキング」全体と「ストーキング被害」のみという検索対象の違
いは考慮に入れる必要はあるものの，日本の心理学・精神医学・福祉領域におけるストーキング研
究の少なさは明らかである。
　続いて，ストーキング被害者研究の年代別推移を検討したところ，ストーカー規制法が施行され
る前にあたる1997年から2000年の間に両分野あわせて10編の論文が抽出された。本研究の検索演
算式を使用した方法によって，抽出された心理学・精神医学・福祉領域で最も古い論文は，臨床精神
医学に掲載された春日（1997）の「ストーカー」であった。内容は精神医学の用語解説であり，ストー
カーという言葉についての解説を行っている。春日（1997）は，ストーカーという言葉が本邦で知ら
れるようになったのは，米国のジャーナリストであるリンデン・クロスのルポルタージュ “TO 
HAVE OR TO HARM；True Stories of stalkers And Their Victims” が1995年11月に翻訳刊行さ
れたことに端を為していると指摘している。この指摘は，本研究の検索演算では示されなかったも
のの，同年に出版された横井ら（1997）による本格的な事例研究においても取り上げられている。こ
れらの点からも，ストーカーという概念が学術的な意味合いを持ち始めたのもこの頃であると推察
される。その後，1999年10月に埼玉県桶川で女子大生が元交際相手から胸を刺され，殺害された桶
川ストーカー殺人事件を機にストーカーは本格的に社会問題となり，2000年5月のストーカー規制
法の制定へとつながっている。2001年から2005年にかけては，ストーカー規制法の施行もあり，論
文数の急激な増加が確認されている。傾向としては特に，司法領域における事例検討やストーカー
規制法に関する総説が多くの割合を占めている。心理・精神医学・福祉分野においても，数本の調
査研究があり，事例研究に関しては，全体を通じてもこの時期に出版された4編のみとなっている。
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この点からも，心理学・精神医学・福祉分野のストーキング被害者に関する最新の事例研究は重要
な課題の1つである。その一方で，2006年から2010年にかけては，両領域において，急激な論文数
の低下が確認された。その理由としては，ストーカー規制法の議論が落ち着いたことが考えられる
が，警察庁（2017）のストーカー事案の相談件数の推移を確認すると，被害が微増している時期であ
る点は注目する必要があるだろう。2011年から，2015年にかけては，再び論文数の急激な増加が確
認された。この時期には，2010年2月に石巻事件，2011年12月に西海事件，2012年11月に逗子事件
とストーカーを原因とする殺人事件が相次ぎ発生した時期でもあった。2013年6月には，ストーカー
規制法の初めての法改正が行われ，電子メールの連続送信が規制の対象として追加され，禁止命令
等を発令できる考案委員会等の拡大が行われた（高井，2014）。長谷川・山脇（2014）は，このような
法改正が行われた理由として，各殺人事件に関する警察の不適切な対応と，時代遅れなストーカー
行為の規制に対して世論の批判が高まったことを指摘している。また，この時期のストーカー事案
の相談件数（警察庁，2017）を確認すると，2011年から2012年にかけて，14,618件から，19,920件と5
千件を超える相談の増加を記録しており，被害の増加も相まって，研究が多く行われたと考えられ
る。さらに，心理学・精神医学・福祉領域の論文数はこの年代からその他分野の論文数を上回って
いる。心理学・精神医学・福祉領域におけるストーキング被害に関する関心度が高まっていること
が伺える。2016年から，2017年にかけては，わずか2年の期間に関わらず，心理学・精神医学・福祉
領域においては10編の論文，その他分野においても8編の論文が出版されており，中でも，心理学・
精神医学・福祉分野では，調査研究が最も多く行われている。研究手法別の出版年を確認すると，
2011年から2015年にかけては，総説・レビュー論文がほとんどであることを踏まえると，2011年か
ら2015年の下積みを通して，調査研究を行う土壌が出来たと考えることができるだろう。
ストーキング被害者研究の調査対象者
　ストーキング被害者に関する心理学・精神医学・福祉領域の36編の論文から，調査研究と事例研
究を扱った16研究を抽出したところ，もっとも多い研究は若年女性を対象としたものであった。警
察庁（2017）の調査報告の，平成28年度の統計を見ると，ストーカー被害者の性別は88.8% が女性で
あり，被害者の年齢も，20歳代（36.0%），30歳代（25.5%），40歳代（18.8%）と若年者に集中している
ことから，若年女性を対象とした研究が多くなる点は説明がつく。その一方で，池田（2002）が指摘
するように，男性のストーキング被害者に関しても人数は少ないものの，存在していることが示さ
れている。小早川（2008）は，自身の運営する NPO 法人を訪れるストーカー被害者の半数が男性で
あることを報告しており，男性が警察に相談してもほとんど相手にされないなどの男性特有の苦痛
についても紹介している。男女におけるストーキング被害の違い等も，明らかにしていく必要のあ
る課題といえる。
　研究手法については，16研究中12研究が自記式質問紙調査であり，調査の行いやすさを踏まえて
も，行われる頻度が多い研究手法であることが伺える。その一方で，質的研究は1研究，事例研究は，
4研究と非常に少ないことが明らかとなった（事例研究中の1研究はロールシャッハテストを使用
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した研究である）。特にストーキング被害者やその支援者へのインタビュー調査のような質的研究
は一つも見受けられず（唯一の質的研究は，ストーカー事案の警察記録の分析であった），被害者支
援のモデルを構築する上でもこれから必要な研究であると言える。また，事例研究についても，出
版年の項で示した通り，2001年から2005年の間の論文以降出版されていないのが現状である。近
年では，Lyndon et al（2011）が指摘するように，SNS（LINE, Facebook, Twitter, Instagram 等）
を使用した新たなストーキング手法であるサイバーストーキングも発生しており，本研究において
抽出された秋山（2016）による実態調査でも，インターネット，SNS による被害が存在していること
が指摘されている。この10年間でストーキングの形態にも変化が生じていることが考えられ，事例
研究を通して問題の性質を把握することも求められるだろう。
ストーキングの定義
　城間ら（2017）でも指摘されているが，本邦においては，ストーキングに関する定義が非常に曖昧
である。現在のストーキング研究の立ち位置を把握する上でも，日本において既に行われている調
査研究と事例研究で用いられている定義を明らかにすることは重要である。論文を抽出した結果，
調査研究と事例研究16編のうち，論文中で明確にストーキングについて定義づけを行っていた研究
はわずか7編であった。この点からも，半分以上の研究では，曖昧な定義のまま研究を行っている
ことが考えられる。また内訳を見ると，7編中，3編がストーカー規制法（1編はストーカー規制法の
骨子）の使用，残りの4編がそれぞれ，海外論文の著者の定義2編，独自の定義2編であった。
　城間ら（2017）が行った5分類に基づき日本におけるストーキングの定義を見ると，ストーキング
被害者の恐怖感や不安感などの感情反応に焦点をあてた研究が4件あり，もっとも多かった。その
一方で，恋愛関係に焦点をあてた研究については存在しなかった。この点を踏まえると，今後の課
題として，ストーカー規制法に留まらず，対象を絞った定義を設定し，研究を行うことも必要であ
ると考えられる。
ストーキングの測定に使用される尺度
　自記式質問紙調査を行った9研究で使用された尺度と想定している加害者の属性について検討を
行った。その結果，独自に作成された尺度が7研究で，ストーカー規制法をそのまま使用した1研究
と，海外の尺度を翻訳して使用した1研究が抽出された。9研究全ての共通点として，使用する尺度
が標準化されていないことが示された。また，調査対象者とする被害者と加害者の関係性を見ると，
越智（2015）を除き，被害者と加害者の関係性については限定していないことが明らかとなった。親
密な関係が崩壊した相手からのストーキングと親密でない相手からのストーキングを比較した島田
（2017）は，親密な関係が崩壊した相手からのストーキング行為の方が，親密でない相手からのストー
キング行為と比較して，「精神的圧迫」，「生活空間侵害」，「物理的暴力」を有意に多く経験している
ことを明らかにしている。この指摘は，被害者と加害者の関係性の違いによって行われるストーキ
ング行為や，被害者が感じる精神的苦痛にも違いが生じることを示唆しており，現在多く行われて
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いる関係性を規定しない研究では，測定できない要素も含まれていると考えられる。より多様なス
トーキングの形態に対応するためにも，ターゲットを絞った定義を作成し，その定義を測定する標
準化された尺度の作成が急務である。
ストーキングによって被害者が受ける影響
　ストーキングによって被害者が受ける影響に言及した研究をまとめた結果，被害に伴う感情とし
てもっとも研究されているものは，恐怖感であった。実際に調査を行った鈴木（1999）では，39.5% が，
吉田ら（2001）では，PTSD が疑われない被害者の中で，80% の被害者が恐怖の感情を経験している
ことを報告している。また，警戒心についても多くの研究がなされ，麦島（2001）の研究では女子大
生の40.5%，女子高生の34.5% が警戒心の高まりを経験していることが報告され，吉田ら（2001）の
研究では，PTSDが疑われない被害者の中で86%が警戒心を覚えていることが報告されている（デー
タ中の割合の差は，定義や測定方法によって異なっていると考えられる）。
　また，被害に伴う心身症状については，吉田ら（2001）が，65.3% の人が精神的健康の低下を経験し，
7.1% が PTSD の疑いを持ち，8割以上が部分的な PTSD 症状を経験するという具体的な調査を行っ
ている。これらの点は，城間ら（2017）のレビューによる報告と共通している部分でもある。
　被害時の対処行動については，誰かに相談する対処行動，自分の行動を変化させる対処行動，そ
の他に分類を行った。分類ごとに見ていくと，誰かに相談する対処行動については，警察や，友達，親・
家族への相談を研究している論文が多く，これらの項目の中では，友人，親・家族へ相談する被害者
が全体の研究を通してもっとも多かった。この点については，城間ら（2017）の報告で，被害者支援
センターへの相談がもっとも多かったという英語論文からの報告と異なっている。この点に関して
は，本邦と海外における被害者相談センターの認知度等が関連していると考えられる。また，鈴木
（1999）は相談の結果についても検討を行っており，相談の結果，56.4% が相談して良かったと思っ
ていること，61.5% が精神的に楽になったことを報告している。この点は，城間ら（2017）の報告に
あるソーシャルサポートの重要性とも関連してくる部分である。
　続いて，自分の行動を変化させる対処行動については，通学路や通勤路の変更について言及する
研究がもっとも多かったが，行動自体の経験率はそこまで高くない，その一方で，ストーキングを
思い出させる活動，場所､ 人を避けるという逃避の経験については，吉田ら（2001）で68.0%，中島
（2016）で約3割が経験しており，具体的な行動は定まっていないものの，PTSD 症状における回避
のような症状はストーキング被害における主要な影響であると言える。また，鈴木（1999），秋山
（2016）では，転職・転居のように生活に大きな変化が伴う選択を強いられているケースが報告され
ている。
全体の考察と課題
　以上，大きく5点から本研究を考察した。本邦におけるストーキング被害者研究の特徴としては，
研究が非常に少ない一方で，1度の研究で広く浅くデータを収集する傾向が見られた。また，定義
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の設定や，対象の違い等，各研究が個別的に行われている。このような課題を含め，本邦における
ストーキング被害者に対する研究の課題を提示し，今後の取り組みに向けた対策を考察する。
　第一の課題として，質的研究・事例研究の少なさがあげられる。現在のストーキング被害に関す
る研究の中心は，総説，または，自記式質問紙調査による調査研究である。先にも述べたが，近年は，
SNS の発達もあり，ストーキングの手法にも変化が生じている。この点からもこれまでの調査研究
では測定が困難な行動が現れる可能性もある。インタビュー調査のような質的な研究や事例研究は，
その時代に生じている具体的な問題を検討する上でも重要な手法である。どのようなターゲットに
絞ってインタビュー調査や事例検討を行うかも今後検討が必要な課題である。
　第二の課題として，ストーキングの被害者と加害者の関係性が考慮されていないことがあげられ
る。島田（2017）の指摘にもある通り，関係性の違いによってストーキングの性質は大きく異なる可
能性があげられる。今後は，元交際相手，元配偶者，職場の同僚等，個別的な関係性に焦点を当てた
研究が行われることが望まれる。
　第三の課題として，ストーキング被害者を取り巻く周囲の存在と関わりへの着目が少ないことが
あげられる。本邦における研究に限ってみると，被害に遭った場合の対処行動として，友人や親・
家族への相談を選択する被害者が多かった。この点は，日本における独自な部分だと考えられる。
しかし，このような第3者のソーシャルサポートの存在等に着目した研究はなかった。また，社会
的な孤立状態に陥り，周囲に相談する人が見つからない被害者を支援する対策も考える必要がある
かもしれない。そのため，ストーキングに関する調査を行う際は，被害者が置かれている周辺の友
人関係や家族との関係性についても併せて検討する必要があると考えられる。
　最後に第四の課題として，日本におけるストーキング被害者に関する研究の特徴としては，前後
の研究のつながりが薄いことがあげられる。研究を集約すると，以前は検討されていた概念が続く
研究では検討されていないことが多いことも明らかとなった。この理由としては，検討された概念
や結果が他の分野で共有されていない可能性がある。このような課題を踏まえ，今後は，ストーキ
ング被害者に対する体系的な研究を行うことが望まれる。
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 Overseas, approaches to stalking are being made from a very diverse aspect such as 
relationships of perpetrators / victims, risk factors, mental impact on victims, etc. On the other 
hand, in Japan, research on perpetrator treatment for stalking perpetrators is main stream, and 
few studies have been conducted on victims. Therefore, in this research, the systematic review of 
the stalking victim research was carried out with the aim of clarifying the past trends of stalking 
victim research in Japan and clarifying issues for future research. As a result, it became clear as 
a problem of stalking victim studies in Japan, to the little attention to the circumstances 
surrounding the victim such as the human relations surrounding the stalking victims, the 
connection between the victim and the perpetrator is not taken into consideration, and a 
systematic study is being not conducted.
Keywords : stalking, stalker, victim, psychosocial situation
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